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就労支援の事業の会計処理の基準 

 

 

第一  総則 

 

１ 趣旨 

  就労移行支援、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型（以下「就労支援」という。）

の事業における会計については、「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以

下「指定障害福祉サービス基準」という。）及び「障害者自立支援法に基づく指定障害

者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第１７２

号。以下「指定障害者支援施設基準」という。）（以下「指定基準」という。）において、

指定事業所又は指定障害者支援施設（以下「指定事業所等」という。）ごとに経理を区

分するとともに、当該事業の会計とその他の事業の会計を区分すべきことが定められて

いるところである。社会福祉法人が行う就労支援の事業における会計については、社会

福祉法人会計基準の定めるところによるが、社会福祉法人以外の法人が行う就労支援の

事業の具体的な会計処理に関する取扱いについては、「就労支援の事業の会計処理の基

準」（以下「就労支援事業会計処理基準」という。）の定めるところによるものとする。 

  なお、就労支援事業会計処理基準に定めのない事項については、一般に公正妥当と認

められる会計の基準に従うものとする。 

 

２ 対象範囲 

（１）就労支援事業会計処理の対象とする事業の範囲は、次の①又は②のうち、社会福祉

法人以外の法人が行う事業とする。ただし、地方公共団体から委託された事業におい

て、特段の定めがある場合はこの限りではない。 

  ① 指定障害福祉サービス事業所の場合 

ア 指定障害福祉サービス基準第１７４条に定める指定就労移行支援の事業 

イ 指定障害福祉サービス基準第１８５条に定める指定就労継続支援Ａ型の事業 

ウ 指定障害福祉サービス基準第１９８条に定める指定就労継続支援Ｂ型の事業 

  ② 指定障害者支援施設の場合 
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   ア 就労移行支援を行う場合 

   イ 就労継続支援Ａ型を行う場合 

   ウ 就労継続支援Ｂ型を行う場合 

 

（２）指定障害福祉サービス基準第２１５条第１項に規定する多機能型事業所においては、

上記(1)の①のアからウまで、指定障害者支援施設基準第２条第１６号に定める昼間

実施サービスを複数行う指定障害者支援施設においては、上記(1)の②のアからウま

での事業。 

 

（３）指定障害福祉サービス基準第７７条に定める指定生活介護又は指定障害者支援施設

が行う生活介護において、同令第８４条又は指定障害者支援施設基準第２８条に定め

る生産活動を実施する場合については、就労支援事業会計処理基準により経理するこ

とができるものとする。なお、多機能型事業所又は昼間実施サービスを複数行う指定

障害者支援施設（以下「多機能型事業所等」という。）において実施する場合につい

ても、同様の取り扱いとする。 

 

 

第二 障害者自立支援法下における就労支援事業に係る会計処理について 

 

１．就労支援事業会計処理基準の基本的な考え方 

（１）制定の経緯 

  ア 平成１８年基準制定時の考え方 

就労支援の事業（以下「就労支援事業」という。）を行う指定事業所等（以下「就

労支援事業所等」という。）は、指定基準において、授産施設同様、製品製造等の就

労支援事業活動により得た就労支援事業収入から就労支援事業に必要な経費を控除

した金額を工賃として利用者へ支払うこととされていることから、適正な利用者工賃

の算出をするため、製品製造過程等における適切な製造原価等の把握が必要となる。 

さらに、今回の法の施行により、就労継続支援Ｂ型において目標工賃達成加算が創

設されたこと等により、工賃の算出に当っての原価管理の重要性が増大している。 

   また、就労支援事業の運営主体が緩和され、社会福祉法人以外の法人におけるサー

ビス提供が可能となったところであるが、授産施設会計処理基準においては社会福祉

法人のみを適用対象としていた。 

   このような状況下において、法人の種別に関係なく、就労支援事業を実施する全て

の法人が適用する会計処理の取扱いを明示するために、就労支援事業における原価管

理の重要性を勘案し、就労支援事業会計処理基準として取りまとめたものである。 

 イ 平成２４年改正における考え方 

 （ア）新たな社会福祉法人会計基準の制定 

   社会福祉法人の会計処理については、「就労支援事業会計処理基準」を含め、「社会

福祉法人会計基準」の他に様々な会計ルールが併存していたことから、会計処理の基

準を一元化することとし、社会福祉法人会計基準、就労支援事業会計処理基準、公益
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法人会計基準、企業会計原則等を参考として、平成２３年７月２３日付けで、新たな

社会福祉法人会計基準（以下「新社会福祉法人会計基準」という。）が制定されたと

ころである。 

 （イ）新社会福祉法人会計基準の制定を踏まえた就労支援事業会計処理基準の取扱い 

   新社会福祉法人会計基準の制定に伴い、社会福祉法人が行う就労支援事業に関する

会計処理については、新社会福祉法人会計基準によることとされたことにより、就労

支援事業会計基準は、社会福祉法人以外が行う就労支援事業に関する会計処理の基準

と位置付けが変更されるものであるが、新社会福祉法人会計基準における就労支援事

業の会計処理に関する取扱いについては、就労支援事業会計基準の他、公益法人会計

基準、企業会計原則等を参考として定められたものであるから、就労支援事業会計処

理基準についても、新社会福祉法人会計基準における就労支援事業の取扱いに準じた

改正を行うこととする。 

 

 

（２）就労支援事業のいずれかのみを実施する指定事業所等（多機能型事業所等を除く。

以下「通常の事業所等」という。）においては、就労支援事業に関する経理区分を設

け、多機能型事業所等においては、各指定事業所等毎に経理区分を設け、並びに各就

労支援事業毎に事業区分を設けるものとする。 

 

（３）就労支援事業所等（生活介護において生産活動を行っている場合であって、就労支

援事業会計処理基準に基づく会計処理を行う場合を含む。）を運営する法人は、就労

支援事業区分事業活動計算書（別紙１）（就労支援事業区分損益計算書、就労支援事

業区分正味財産増減計算書等を含む。）を作成するとともに、複数の就労支援事業所

等を運営する場合には、当該事業の損益状況等を把握するため、就労支援事業区分事

業活動内訳表（別紙２）を作成するものとする。 

また、当該事業の財産状態を把握するため貸借対照表内訳表を作成することができ

るものとする。 

なお、制度上、事業活動計算書（損益計算書、正味財産増減計算書等を含む。）を

作成することとされていない法人については、就労支援事業区分事業活動計算書及び

就労支援事業区分事業活動内訳表に代えて、就労支援事業区分の資金収支に関する計

算書等（（４）の明細書に相当するものを含む。）を作成すれば足りるものとする。 

 

（４）就労支援事業の各事業毎の損益状況を把握するため、（表１）「就労支援事業別事業

活動明細書」（就労支援事業別損益計算書、就労支援事業別正味財産増減計算書等を

含む。）を作成するものとする。 

また、原価管理の観点から、（表１）「就労支援事業別事業活動明細書」の明細表と

して、（表２）「就労支援事業製造原価明細書」、（表３）「就労支援事業販管費明細書」

を作成するものとする。 

 

（５）将来にわたり安定的に工賃を支給し、又は安定的かつ円滑に就労支援事業を継続す
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るため、一定の条件の下に工賃変動積立金、設備等整備積立金を積み立てることがで

きるものとする。 

 

２ 通常の事業所等における会計処理について 

 

（１）就労支援事業別事業活動明細書の作成 

   就労支援事業区分事業活動内訳表（別紙２）のＡ事業所、Ｂ事業所、Ｃ事業所につ

いて、以下の（表１）「就労支援事業別事業活動明細書」を作成するものとする。 

 

 （表１）就労支援事業別事業活動明細書 

 

（表１）就労支援事業別事業活動明細書 

            自 平成○年○月○日  至 平成○年○月○日  

勘定科目 合 計 ○○作業 △△作業 

収

益 

就労支援事業収益 

 

   

就労支援事業活動収益計    

 

 

 

 

費

用 

 

就労支援事業販売原価 

 期首製品（商品）棚卸高 

 当期就労支援事業製造原価 

 当期就労支援事業仕入高 

  

   

合  計 

 期末製品（商品）棚卸高 

   

差  引 

就労支援事業販管費 

   

 就労支援事業活動費用計    

就労支援事業活動増減差額    

 

 

   就労支援事業には、就労支援事業所等で製造した製品を販売する場合と、当該就労

支援事業所等以外で製造した商品を仕入れ、販売する場合とがある。 

   製造した製品を販売する場合、（表１）「就労支援事業別事業活動明細書」上の就労

支援事業販売原価は、期首製品棚卸高に後述する（表２）「就労支援事業製造原価明

細書」で計算された当期就労支援事業製造原価を加算し、期末製品棚卸高を控除して

計算される。さらに、製品の販売のために支出された金額は、就労支援事業販管費に

計上される。 

また、就労支援事業の利用者は、製造業務に携わる者と販売業務に携わる者に区分

されるが、製造業務に携わる者に支給された利用者賃金及び利用者工賃は、（表２）
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「就労支援事業製造原価明細書」に計上され、販売業務に携わる者に支給された利用

者賃金及び利用者工賃は、就労支援事業販管費に計上される。さらに、就労支援事業

に従事する職業指導員等（以下「就労支援事業指導員等」という。）も製造業務に携

わる者と販売業務に携わる者に区分されるが、利用者賃金及び利用者工賃同様、製造

業務に係る就労支援事業指導員等に支給された給与、退職金及び退職給与引当金繰入

は、（表２）「就労支援事業製造原価明細書」に計上され、販売業務に係る就労支援事

業指導員等に支給された給与、退職金及び退職給与引当金繰入は、就労支援事業販管

費に計上される。 

   商品を仕入れて販売する場合、（表１）「就労支援事業別事業活動明細書」上の就労

支援事業販売原価は、期首商品棚卸高に当期商品仕入高を加算し、期末商品棚卸高を

控除して計算される。さらに、商品の販売のために支出された金額は、就労支援事業

販管費に計上される。また、就労支援事業の利用者は、販売に携わる者のみであるた

め、それらの者に支給された利用者賃金及び利用者工賃は、就労支援事業販管費に計

上される。就労支援事業指導員等に関しても同様である。 

 

（２）就労支援事業製造原価明細書、就労支援事業販管費明細書の作成 

   （表１）「就労支援事業別事業活動明細書」の「当期就労支援事業製造原価」及び

「就労支援事業販管費」に関して、（表２）「就労支援事業製造原価明細書」、（表３）

「就労支援事業販管費明細書」を作成するものとする。 

   なお、（表２）「就労支援事業製造原価明細書」及び（表３）「就労支援事業販管費

明細書」について、多種尐額の生産活動を行う等の理由により、作業種別毎に区分す

ることが困難な場合は、作業種別毎の区分を省略することができる（（表４）「就労支

援事業明細書」を作成する場合も同様）。 

   この場合において、（表１）「就労支援事業別事業活動明細書」を作成の際には、作

業種別毎の区分は不要とする。 

   また、就労支援事業の年間売上高が 5,000 万円以下であって、多種尐額の生産活動

を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な場合

は、（表２）「就労支援事業製造原価明細書」及び（表３）「就労支援事業販管費明細

書」の作成に替えて、（表４）「就労支援事業明細書」を作成すれば足りることとする。 

  （表２）就労支援事業製造原価明細書 

 

（表２）就労支援事業製造原価明細書 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘定科目 合 計 ○○作業 

 

△△作業 
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Ⅰ 材料費 

１．期首材料棚卸高 

２．当期材料仕入高 

     計 

３．期末材料棚卸高 

当期材料費 

Ⅱ 労務費 

 １．利用者賃金 

 ２．利用者工賃 

 ３．就労支援事業指導員等給与 

 ４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 

 ５．就労支援事業指導員等退職給付費用 

６．法定福利費 

    当期労務費 

Ⅲ 外注加工費 

 （うち内部外注加工費） 

  当期外注加工費 

Ⅳ 経費 

１．福利厚生費 

２．旅費交通費 

３．器具什器費 

４．消耗品費 

５．印刷製本費 

６．水道光熱費 

７．燃料費 

８．修繕費 

９．通信運搬費 

10．会議費 

11．損害保険料 

12．賃借料 

13．図書・教育費 

14．租税公課 

 15．減価償却費 

16．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 

 17．雑費 

当期経費 

 当期就労支援事業製造総費用 

期首仕掛品棚卸高 

 合  計 

 期末仕掛品棚卸高 
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当期就労支援事業製造原価 

 

   （表３）就労支援事業販管費明細書 

 

（表３）就労支援事業販管費明細書 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘定科目 合 計 ○○作業 

 

△△作業 

 

１．利用者賃金 

２．利用者工賃 

３．就労支援事業指導員等給与 

４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 

５．就労支援事業指導員等退職給付費用 

６．法定福利費 

７．福利厚生費 

８．旅費交通費 

９．器具什器費 

10．消耗品費 

11．印刷製本費 

12．水道光熱費 

13．燃料費 

14．修繕費 

15．通信運搬費 

16．受注活動費 

17．会議費 

18．損害保険料 

19．賃借料 

20．図書・教育費 

21．租税公課 

22．減価償却費 

23．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 

24．徴収不能引当金繰入額 

25．徴収不能額 

26．雑費 

就労支援事業販管費合計 
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   （表４）就労支援事業明細書 

 

（表４）就労支援事業明細書 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘定科目 合計 ○○作業 △△作業 

Ⅰ 材料費 

 １．期首材料棚卸高 

 ２．当期材料仕入高 

       計 

 ３．期末材料棚卸高 

    当期材料費 

Ⅱ 労務費 

 １．利用者賃金 

 ２．利用者工賃 

 ３．就労支援事業指導員等給与 

 ４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 

 ５．就労支援事業指導員等退職給付費用 

 ６．法定福利費 

    当期労務費 

Ⅲ 外注加工費 

 （うち内部外注加工費） 

    当期外注加工費 

Ⅳ 経費 

 １．福利厚生費 

 ２．旅費交通費 

 ３．器具什器費 

 ４．消耗品費 

 ５．印刷製本費 

 ６．水道光熱費 

 ７．燃料費 

 ８．修繕費 

 ９．通信運搬費 

 10．受注活動費 

 11．会議費 

 12．損害保険料 

 13．賃借料 

 14．図書・教育費 

 15．租税公課 
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 16．減価償却費 

 17．国庫負担金等特別積立金取崩額（控除

項目） 

 18．徴収不能引当金繰入額 

 19．徴収不能額 

 20．雑費 

  当期経費 

  当期就労支援総事業費 

  期首仕掛品棚卸高 

   合計 

  期末仕掛品棚卸高 

   就労支援事業費 

 

３．多機能型事業所等における会計処理について 

（１）就労支援事業別事業活動明細書の作成 

   就労支援事業区分事業活動内訳表（別紙２）のＡ事業所、Ｂ事業所、Ｃ事業所につ

いて、以下の（表５）「就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）」を作

成するものとする。 

 

（表５）就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用） 

 

（表５）就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用） 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘 定 科 目 
 

合 計 

Ａ 事 業 所 

就労移行支援 就労継続支援 A 型 就労継続支援 B 型 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

収
益 

就労支援事業収益 

 

          

就労支援事業活動収益計           

費
用 

就労支援事業販売原価 

 期首製品（商品）棚卸高 

当期就労支援事業製造原価 

当期就労支援事業仕入高 

   合   計 

 期末製品（商品）棚卸高 

    差   引 

販売費及び一般管理費 
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徴収不能額 

引当金繰入 

就労支援事業活動費用計           

就労支援事業活動増減差額           

 

   就労支援事業には、就労支援事業所等で製造した製品を販売する場合と、当該就労

支援事業所等以外で製造した商品を仕入れ、販売する場合とがある。 

   製造した製品を販売する場合、（表５）「就労支援事業別事業活動明細書（多機能型

事業所等用）」上の就労支援事業販売原価は、期首製品棚卸高に後述する（表６）「就

労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）」で計算された当期就労支援事業

製造原価を加算し、期末製品棚卸高を控除して計算される。さらに、製品の販売のた

めに支出された金額は、就労支援事業販管費に計上される。また、就労支援事業の利

用者は、製造業務に携わる者と販売業務に携わる者に区分されるが、製造業務に携わ

る者に支給された利用者賃金及び利用者工賃は、（表６）「就労支援事業製造原価明細

書（多機能型事業所等用）」に計上され、販売業務に携わる者に支給された利用者賃

金及び利用者工賃は、就労支援事業販管費に計上される。さらに、就労支援事業指導

員等も製造業務に携わる者と販売業務に携わる者に区分されるが、利用者賃金及び利

用者工賃同様、製造業務に係る就労支援事業指導員等に支給された給与、退職金及び

退職給与引当金繰入は、（表６）「就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）」

に計上され、販売業務に係る就労支援事業指導員等に支給された給与、退職金及び退

職給与引当金繰入は、就労支援事業販管費に計上される。 

   商品を仕入れて販売する場合、（表５）就労支援事業別事業活動収支内訳表上の就

労支援事業販売原価は、期首商品棚卸高に当期商品仕入高を加算し、期末商品棚卸高

を控除して計算される。さらに、商品の販売のために支出された金額は、就労支援事

業販管費に計上される。また、就労支援事業の利用者は、販売に携わる者のみである

ため、それらの者に支給された利用者賃金及び利用者工賃は、就労支援事業販管費に

計上される。就労支援事業指導員等に関しても同様である。 

 

（２）就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）、及び就労支援事業販管費明

細書（多機能型事業所等用）の作成 

   （表５）「就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）」の「当期就労支

援事業製造原価」及び「就労支援事業販管費」に関して、各々（表６）「就労支援事

業製造原価明細書（多機能型事業所等用）」及び（表７）「就労支援事業販管費明細書

（多機能型事業所等用）」を作成するものとする。 

   なお、（表６）「就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）」及び（表７）

「就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）」について、多種尐額の生産活

動を行う等の理由により、作業種別毎に区分することが困難な場合は、作業種別毎の

区分を省略することができる（（表８）「就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）」

を作成する場合も同様）。 

   この場合において、（表５）「就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
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を作成の際には、作業区分毎の区分は不要とする。 

   また、就労支援事業の年間売上高が 5,000 万円以下であった、多種尐額の生産活動

を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な場合

は、（表６）「就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）」及び（表７）「就

労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）」の作成に替えて、（表８）「就労支

援事業明細書（多機能型事業所等用）」を作成すれば足りることとする。 

 

（表６）就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用） 

（表６）就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用） 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘 定 科 目 合 計 

Ａ  事  業  所 

就労移行支援 就労継続支援 A 型 就労継続支援 B 型 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

 

小計 

○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

Ⅰ 材料費 

１．期首材料棚卸高 

２．当期材料仕入高 

     計 

３．期末材料棚卸高 

当期材料費 

Ⅱ 労務費 

 １．利用者賃金 

 ２．利用者工賃 

 ３．就労支援事業指導員等給与 

 ４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 

 ５．就労支援事業指導員等退職給付費用 

 ６．法定福利費 

    当期労務費 

Ⅲ 外注加工費 

 （うち内部外注加工費） 

  当期外注加工費 

Ⅳ 経費 

１．福利厚生費 

２．旅費交通費 

３．器具什器費 

４．消耗品費 

５．印刷製本費 

６．水道光熱費 

７．燃料費 
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８．修繕費 

９．通信運搬費 

10．会議費 

11．損害保険料 

12．賃借料 

13．図書・教育費 

14．租税公課 

 15．減価償却費 

16．国庫補助金等特別積立金取崩額 

（控除項目） 

 17．雑費 

当期経費 

 当期就労支援事業製造総費用 

期首仕掛品棚卸高 

 合  計 

 期末仕掛品棚卸高 

当期就労支援事業製造原価 

 

 

（表７）就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用） 

（表７）就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用） 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

勘 定 科 目 合計 

Ａ  事  業  所 

就労移行支援 就労継続支援 A 型 就労継続支援 B 型 

小計 ○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

小計 ○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

小計 ○○ 

作業 

 

△△ 

作業 

 

１．利用者賃金 

２．利用者工賃 

３．就労支援事業指導員等給与 

４．就労支援事業指導員等賞与引当

金繰入 

５．就労支援事業指導員等退職給付

費用 

６．法定福利費 

７．福利厚生費 

８．旅費交通費 

９．器具什器費 

10．消耗品費 
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11．印刷製本費 

12．水道光熱費 

13．燃料費 

14．修繕費 

15．通信運搬費 

16．受注活動費 

17．会議費 

18．損害保険料 

19．賃借料 

20．図書・教育費 

21．租税公課 

22．減価償却費 

23．国庫補助金等特別積立金取崩額

（控除項目） 

24．徴収不能引当金繰入額 

25．徴収不能額 

26．雑費 

就労支援事業販管費合計 

 

 

（表８）就労支援事業明細書（多機能型事業所等用） 

（表８）就労支援事業明細書（多機能型事業所等用） 

自 平成○年○月○日 至 平成○年○月○日   

 

勘定科目 

 

合計 

A 事 業 所 

就労移行支援 就労継続支援 A 型 就労継続支援 B 型 

小計 ○○作業 △△作業 小計 ○○作業 △△作業 小計 ○○作業 △△作業 

Ⅰ 材料費 

 １．期首材料棚卸高 

 ２．当期材料仕入高 

       計 

 ３．期末材料棚卸高 

    当期材料費 

Ⅱ 労務費 

 １．利用者賃金 

 ２．利用者工賃 

 ３．就労支援事業指導員等給与 

 ４．就労支援事業指導員等賞与引

当金繰入 

 ５．就労支援事業指導員等退職給
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付費用 

 ６．法定福利費 

    当期労務費 

Ⅲ 外注加工費 

 （うち内部外注加工費） 

    当期外注加工費 

Ⅳ 経費 

 １．福利厚生費 

 ２．旅費交通費 

 ３．器具什器費 

 ４．消耗品費 

 ５．印刷製本費 

 ６．水道光熱費 

 ７．燃料費 

 ８．修繕費 

 ９．通信運搬費 

 10．受注活動費 

 11．会議費 

 12．損害保険料 

 13．賃借料 

 14．図書・教育費 

 15．租税公課 

 16．減価償却費 

 17．国庫負担金等特別積立金取

崩額（控除項目） 

 18．徴収不能引当金繰入額 

 19．徴収不能額 

 20．雑費 

  当期経費 

  当期就労支援総事業費 

  期首仕掛品棚卸高 

   合計 

  期末仕掛品棚卸高 

   就労支援事業費 

 

（３）共通費の按分 

   複数の事業に共通する支出に係る按分方法等については、「介護保険の給付対象事

業における会計の区分について」（平成 13年３月 28日老振発第 18号厚生労働省老健

局振興課長通知）に準ずるものとする。 
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４．積立金の積み立てについて 

（１）就労支援事業については、就労支援事業収入から就労支援事業に必要な経費を控除

した額に相当する金額を工賃として支払わなければならないものとしていることか

ら、原則として剰余金は発生せず、就労支援事業区分事業活動計算書（別紙１）にお

ける「就労支援事業活動増減差額」は生じないものであるが、将来にわたって安定的

に工賃を支給するため又は安定的かつ円滑に就労支援事業を継続するため、次のよう

な特定の目的の支出に備えるため、理事会の議決に基づき就労支援事業区分事業活動

計算書（別紙１）の当期末繰越活動増減差額から一定の金額を次の積立金として計上

することができるものとする。また、積立金を計上する場合には、同額の積立預金を

計上することによりその存在を明らかにしなければならない。 

なお、次の積立金は、当該年度の利用者賃金及び利用者工賃の支払額が、前年度の

利用者賃金及び利用者工賃の支払実績額を下回らない場合に限り、計上できるものと

する。 

 

（２）工賃変動積立金 

   毎会計年度、一定の工賃水準を利用者に保障するため、将来の一定の工賃水準を下回る工賃の

補填に備え、次に掲げる各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において、「工

賃変動積立金」を計上できるものとする。 

    ○ 各事業年度における積立額：過去３年間の平均工賃の 10％以内 

    ○ 積 立 額 の 上 限 額：過去３年間の平均工賃の 50％以内 

   なお、保障すべき一定の工賃水準とは、過去３年間の最低工賃（天災等により工賃

が大幅に減尐した年度を除く。）とし、これを下回った年度については、理事会の議

決に基づき工賃変動積立金及び工賃変動積立預金を取り崩して工賃を補填し、補填さ

れた工賃を利用者に支給するものとする。 

 

（３）設備等整備積立金 

   就労支援事業を安定的かつ円滑に継続するため、就労支援事業に要する設備等の更

新、又は新たな業種への展開を行うための設備等の導入のための資金需要に対応する

ため、次に掲げる各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において、

設備等整備積立金を計上できるものとする。 

    ○ 各事業年度における積立額：就労支援事業収入の 10％以内 

    ○ 積 立 額 の 上 限 額：就労支援事業資産の取得価額の 75％以内 

   なお、設備等整備積立金の積み立てにあっては、施設の大規模改修への国庫補助、

高齢・障害・求職者雇用支援機構の助成金に留意することとし、設備等整備積立金に

より就労支援事業に要する設備等の更新、又は新たな業種への展開を行うための設備

等を導入した場合には、対応する積立金及び積立預金を取り崩すものとする。 

 

（４）積立金の流用及び繰替使用 

  ① 積立金は、上述のとおり、一定の工賃水準の保障、就労支援事業の安定的かつ円
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滑な継続という特定の目的のために、一定の条件の下に認められるものであること

から、その他の目的のための支出への流用（積立金の流用とは、積立金の取り崩し

ではなく、積立金に対応して設定した積立預金の取崩しをいう。）は認められない。 

  ② しかしながら、今後、就労支援事業に伴う利用料収入の受取時期が、請求及びそ

の審査等に一定の時間を要し、事業の実施月から見て２ヶ月以上遅延する場合が想

定されることから、このような場合に限り、上述の積立金に対応する資金の一部を

一時繰替使用することができるものとする。 

  ③ ただし、繰替えて使用した資金は、利用料収入により必ず補填することとし、積

立金の目的の達成に支障を来さないように留意すること。 

 

５．平成２３年度以前から就労支援事業を実施している法人に関する経過措置 

（１）就労支援事業を実施し、平成２３年度において授産施設会計基準を適用している社

会福祉法人で、平成２４年４月１日以降、社会福祉法人会計基準により難い事業所に

あっては、平成２７年３月３１日までの間、なお従前から採用している会計の基準で

ある授産施設会計基準を適用することとしても差し支えない。 

 

（２）就労支援事業を実施し、平成２３年度において就労支援事業会計処理基準を適用し

ている社会福祉法人で、平成２４年４月１日以降、社会福祉法人会計基準により難い

事業所にあっては、平成２７年３月３１日までの間、なお従前から採用している会計

の基準である平成２４年４月改正前の就労支援事業会計処理基準を引き続き適用す

ることとしても差し支えない。 

 

（３）就労支援事業を実施し、平成２３年度において就労支援事業会計処理基準を適用し

ている社会福祉法人以外の法人で、改正後の就労支援事業会計処理基準により難い事

業所にあっては、平成２７年３月３１日以前に開始する事業年度までの間、従前の就

労支援事業会計処理基準を引き続き適用することとしても差し支えない。 

 

（４）平成２４年度において、就労支援事業会計処理基準の改正日までに就労支援事業を

開始した社会福祉法人以外の法人で、改正後の就労支援事業会計処理基準により難い

事業所にあっては、平成２７年３月３１日以前に開始する事業年度までの間、従前の

就労支援事業会計処理基準を適用することとしても差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


